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GX経済移行債の概要 （GX推進法R5.5成立）

◼ 政府は、今後10年間に150兆円超の官民GX投資を実現するため、GX推進戦略の実現に向けた
先行投資支援として2023年度から10年間で20兆円規模のGX経済移行債を発行。

注）エネルギー・原材料の脱炭素化と収益性向上等に資する革新的な技術開発・設備投資等
を支援。

注）GX経済移行債を財源とした予算は、毎年度、国会の決議を経て成立（毎年度、予算要
求が必要）。

◼ GX経済移行債は、化石燃料賦課金・特定事業者負担金により償還。

注）GX経済移行債や、化石燃料賦課金・特定事業者負担金の収入は、エネルギー対策特別
会計のエネルギー需給勘定で区分して経理。
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GX経済移行債の財源

①炭素に対する賦課金（化石燃料賦課金）

・2028年度（令和10年度）から、経産大臣は、化石燃料の輸入事業者等に対し
て、輸入等する化石燃料に由来するCO2の量に応じて、化石燃料賦課金を徴収

②特定事業者負担金（排出量取引制度）

・2033年度（令和15年度）から経産大臣は、発電事業者に対して、一部有償で
CO2排出枠を割り当て、その量に応じた特定事業者負担金を徴収

※ これらの制度に関する詳細な制度設計については、検討の上、2年以内に、必要な法制
上の措置を行う（GX推進法附則）



投資促進とカーボンプライシングのイメージ
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◼ 早期にGXに取り組むほど将来の負担が軽くなる仕組みとすることで、意欲ある企業のGX投資を
引き出す。
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GX実現に向けた「分野別投資促進戦略」の策定について

◼ GX基本方針（GX推進戦略として令和5年7月閣議決定）の参考資料として、国が長期・複数年
度にわたるコミットメントを示すと同時に、規制・制度的措置の見通しを示すべく、22分野において「道
行き」を提示。

◼ 当該「道行き」について、大括り化等を行った上で、重点分野ごとにGX専門家WGで議論を行い、「分
野別投資戦略」としてブラッシュアップ。
• 第１回 鉄鋼・化学【10月５日】

• 第２回 紙パルプ・セメント・半導体・くらし【10月26日】

• 第３回 自動車・蓄電池・航空機・SAF・船舶・資源循環【11月８日】

• 第４回 水素等・次世代再エネ・原子力・CCS【11月16日】

◼ 令和５年12月15日のGX実行会議で「分野別投資戦略（16分野）」が取りまとめられた。
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カーボンニュートラルの実現に必要な海事産業における取組

海運事業者等

船員

ゼロエミッション船等

ゼロエミッション船等の建造の発注

ゼロエミッション船等の建造・供給

操船

▼CO2

運航

造船・舶用工業事業者

◼ 2050年カーボンニュートラルの実現のためには、ゼロエミッション船等の普及が不可欠。
◼ このためには、ゼロエミッション船等について、①建造に必要な生産基盤の構築、②導入の促進、③船員の教育
訓練を進めていくことが重要。

②海運：ゼロエミッション船等の導入を促進②海運：ゼロエミッション船等の導入を促進

③船員：船員の教育訓練環境を整備③船員：船員の教育訓練環境を整備①造船・舶用：生産基盤の構築を促進①造船・舶用：生産基盤の構築を促進

水素燃料船 アンモニア燃料船 バッテリー船 水素FC船

海運の脱炭素化に資するゼロエミッション船等の導入

水素運搬船 CO2運搬船

新燃料等に必要となる燃料供給システム、燃料タンク等の生産や艤装工事のための設備導入・増強等

三菱重工業

ゼロエミッション船等の建造に必要な生産設備の導入等 ゼロエミッション船等の船員の教育訓練設備の導入等

水素・アンモニア燃料の消火訓練等を
行うための教育訓練設備の導入

新燃料に対応した練習船の建造等

日本郵船株式会社川崎重工業株式会社 川崎重工業株式会社岩谷産業株式会社e5ラボ 洋上風力発電交通船NEDO提供

洋上風力発電施設関連船舶
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GX経済移行債による投資促進
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第10回GX実行会議 資料（抜粋）
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